
【事例で学ぶ】税理士と弁護士が解説する自社の危機回避術

政策金利の引き上げによる金利負担増や長引くウクライナ問題、原材料価格や人件費の高騰、人手不足、
後継者問題等、中小企業を取り巻く環境は、依然として厳しい状況です。今回のセミナーでは、多くの課題の
中で特に財務状況の悪化とその兆候や、事業継続が難しい場合に利用可能な法的手続きについて、基本的
な考え方、ポイント、留意点を経験豊富な税理士および弁護士が、事例を交えてわかりやすく解説いたします。

＜開催概要＞

日時：2024年12月3日(火) 14時～16時

会場：東京商工会議所 本部 RoomA４･５
千代田区丸の内3-2-2 丸の内二重橋ビル(5階)

（JR･東京メトロ有楽町駅より徒歩５分）

対象：２３区内で事業を営んでいる方

人数：50名（11月29日（金）締切）

※定員になり次第、受付を終了します

申込：以下のＡ･Ｂいずれかの方法でお申し込みください

Ａ．東商マイページからのお申込み
※下記申込み方法を参照願います

Ｂ．メールにてお申込み
下記６項目を soudan@tokyo-cci.or.jp までメールにて送信下さい

①イベントNO. 204469②会社名 ③受講者氏名

④住所 ⑤電話番号 ⑥業種 ⑦メールアドレス

A･Bいずれも難しい場合は、下記担当までお問い合わせ下さい

リアル開催
参加費無料！

第52回経営安定セミナー

申込時にご記入頂いた情報は、本セミナーに関するご連絡の他、東京商工会議所からの各種情報提供や調査・分析のために使用する場合があります。

＜講師紹介＞

第１部 自社の財務状況の悪化とその兆候

■売上の減少や利益率の低下が続く場合、早期に

対策を講じる必要があります。具体的な指標や数値を用

いて、どのような場合に危険信号が点灯するのかを 事例

を交えて解説します。

第２部 失敗事例から学ぶ倒産の兆候

■事業継続が難しくなる前の兆候などを実際の失敗事

例から学びます。また、破産が避けられない場合に利用で

きる法的手続き（民事再生法、会社更生法など）につ

いて解説します。これらの手続きがどのように企業を再建す

る助けになるのか、具体的な事例を交えて説明します。

＜お問合せ先＞東京商工会議所 中小企業相談センター経営安定特別相談室 宇田川・渡辺・田口
TEL：03-3283-7742 FAX：03-3283-7988

＜セミナー内容＞

※申込み方法

▼東商ホームページから…

イベント番号 204469で検索

東商マイページへの登録が必要です

「あなたの会社は大丈夫？自社の危機を見逃さない！」

▼メールでも…申込可能！
E-mail：soudan@tokyo-cci.or.jp

弁護士・中小企業診断士 清水 健介 氏
しみず けんすけ

プロフィール
奥野総合法律事務所 所属
2009年12月 弁護士登録（東京弁護士会所属）
2010年1月～ 奥野総合法律事務所 入所
2014年4月～ 裁判所書記官
2020年5月～     中小企業診断士登録
2021年7月～ 東京都中小企業活性化協議会
2023年12月 東京商工会議所
                              経営安定特別相談室 専門スタッフ

税理士・中小企業診断士 賀須井 章人 氏
プロフィール

賀須井章人税理士事務所
2005年8月～ 中小企業診断士登録
2006年8月～ 税理士登録

8月～ 賀須井章人税理士事務所 開設
8月～ 東京都中小企業再生支援協議会

2009年1月～ 中小企業再生支援全国本部
2021年7月～ 東京商工会議所

  経営安定特別相談室 専門スタッフ
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